
「自治労組織内議員 岸まきこさんの議員としてのたたかいを学ぶ」学習会を開催!

報告①コロナ後遺症・ワクチンについて

青年部 NEW s
2023年12月18日（月）に本部青年部主催「自治労組織内議員 岸まきこさん

の議員としてのたたかいを学ぶ」学習会を開催しました。11月21日に開催した
学習会の第2弾として、この間、開催されていた第212回国会 参議院予算委員会
での岸議員の取り組みの報告を中心に講演をいただきました。

自治体の自治事務に対して、非平時にお
ける国の指示権を創設する地方自治法改正
法案が来年の国会に提出される見込み。指
示権ではなく、地方の実態やニーズをしっ
かり聞き取り政策に反映する姿勢が、国に
は求められている。

岸田総理に対し「コロナ後遺症」につい
て質問し、健康被害に苦しんでいる「当事
者と家族の会」と厚生労働大臣との面会や
要望をする機会を作ることにつながった。

これからも、コロナ後遺症やワクチン健
康被害について国の支援と治療体制の拡大
を求めて、取り組みを進めていく。

「政治の取り組み教宣」２号（20231225発行）

報告②マイナンバーカードについて

報告③所得税等の減税・給付について

報告④国と地方の関係性について

報告⑤第33次地方制度調査会の動き

マイナ保険証の利用率は4.5％程度。
そんな中で、来年の秋に健康保険証を廃止
することは、医療を受けられない可能性に
つながるのではないか?特に小規模の医療
機関では、マイナ保険証不可のところがま
だ多い。マイナ保険証が普及して、利用率
が6割程度になるまでは、保険証の廃止は
延期すべきであると指摘。

11月末に国の補正予算が成立し、自治
体が給付を12月中に行うことは現実的に
難しい。現場（自治体）のことを考えてい
るのか。さらに、減税は来年6月に実施。
具体的な減税対象者はまだ確定してない。
この確定作業を自治体にさせようとしてい
る。繁忙期である課税時期にこの業務を担
わせれば必ず現場は混乱する。総務省に対
して、制度設計の簡略化を要請している。

国と地方自治体の関係は対等であるはず。
しかし、分権推進の決議から30年経過した
現在、国は地方への影響力を強めている。
大切なのは、強硬ではなく対話である。

←↓報告①②につ
いて、議員立法を
提出しています!
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岸議員と兒玉青年部⾧とのトークセッション（動画 54:00～）

次回の学習会は…

兒玉 なんで、国の政策が「生煮え」の状態で現場（地方）に降りてきてるのか?

次回の学習会は2024年1月21日（日）10:50～行います。内容は今回の学習会でも
触れられた地方交付税にも触れながら自治と政治について取り上げます。（ミーティン
グID:840 0163 6875 パスコード:479891)

あまり新聞に取り上げられないが、政府に追及をすることで、国の地方へ
の対応が変化したり、前向きな答弁を引き出し、それが政策に反映されてる。
現場の声を拾い、追及したことで改善している部分はある。

トークセッション内では、参加者からの質問や感想への回答の時
間も確保し、双方向の議論を行うことができました。参加者からは、
「岸さんの熱い思いが伝わってきた」「自治体職場のために具体的
な取組みとして何をしているのかわかった」「チャットを利用して
リアルな声をその場で応答してたので面白かった」などの声があり、
岸議員や政治を身近に感じることが出来る学習会となりました。

「生煮え」の政策・法案がそのまま現場に降ってこないように、防波堤
の役割を果たしてくれているのが、今の岸議員のたたかいなんですね!

また、疲弊した現場の仲間からは、今の野党に対して、与党に反論する
だけだとか、力不足感・アキラメの声も出されているが…?

この学習会は下の
QRコードから見る
ことができます!

観点は主に2つ。①政権支持率を上げるため、人気取り政策を与党内での議
論が不十分のまま、出してしまっている。②官僚が人事権を握られ、政権に都
合のいい政策をせざるを得ず、しかも制度設計にかけることができる時間が不
足している。政権与党が出してくる政策・法案は、必ずしも完ぺきなものでは
ない。法案審議の中で政策・法案の問題点や現場の声を政府にぶつけている。

岸議員

兒玉

政策として民間賃金を上げ、結果的に公務員賃金
を上げる（人事院勧告など）ことが出来る。人員に
ついては、これまでも増員を求めてきたおり、財源
確保についても追及してきた。保健所や児相の職員
について、地方財政計画の中で増員を盛り込むこと
が出来た（まだまだ足りないが）。

青年層から組織内議員への要望事項として、賃金アップ、人員確保がある。
労使ですべきと考えられるものの、公務労働の働く環境はもはや政治的課題
ともいえる。この問題に、組織内議員としてどのようなことが出来るか?

兒玉

←講演
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